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設立趣意
我が国のIT人材の不足は喫緊の問題です。 現在、官民協力してIT人材の育
成、IT教育・学習の振興に努めていますが、国内のすべての産業局面・生活局
面でデジタル化が急がれる中、絶対的な人材不足による影響が増々顕在化し
てきております。 
また、我が国は2030年問題等の高齢化と少子化の両面から労働者不足とい
う人口構造的な問題も抱え、国内産業を支える優秀な次世代の人材を将来に

向けて如何に確保していくかという中長期的な問題も抱えているところです。 
これらの我が国の課題に対し、私たちは、IT産業、IT人材に関与している者と
して、国等の政策・アクション等と連動し、上記のような喫緊の問題から中長
期的な問題までを具体的に解決すべきアクションとなる事業を展開し、我が
国の社会経済問題の解決と将来成長に資する活動を実践することを目指す
ため設立いたしました。 

顧問 監事

事務局長、執行部会

理事、理事会

社員・社員総会

スクール運営

営業部門

●人材営業
●コンサルタント
●マーケティング
●キャリアサポート部門
（キャリアコンサルタント）

管理部門

●在留資格管理（法務）
●外国人雇用管理（労務）
●外国人生活支援部門
●財務経理部門
●一般管理部門

開発部門

●IT・語学教材等開発
●人材の能力開発
●顧客先人材の能力開発
●その他サービス開発
●システム開発・運営

国内支部、海外拠点

●連絡拠点
●プロモーションスタッフ

組織体制



国内の産業・社会のデジタル化が進展する中で、大きな足かせとなっている我が国のIT人材の不足に着目し、数的に限られた国内だけで
なく、潜在的にポテンシャルの高い人材を豊富に要するアジア諸国の人材の開拓や育成を行い、その人材と企業の橋渡しを行います。 

当協会の事業の特徴

DX等を担う海外のIT人材の開拓・育成
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当協会は、わが国のIT人材の不足という社会経済問題を解決するために、国内産業を支える国内外の優秀な次世代のIT人材を
育成・確保することを目的としています。 

東南アジア諸国の若い世代を中心とした人材へのIT教育支援を通じた、高度IT人材の育成 

事業目的 

事業領域

一般社団法人アジア太平洋ＩＴ人材支援協会

育成・発掘した高度IT人材と国内企業のマッチングにより、企業と人材の双方の成長・発展の場の提供 

①国内外のIT人材の育成、能力向上のための教育事業 
②海外を含めたIT人材の募集・確保事業 
③海外IT人材の国内就労支援、国内生活支援事業 
④企業等への国内外IT人材の紹介・斡旋事業 
⑤国内外のIT人材に関する調査研究事業 

⑥IT人材育成及び定着に関するコンサルティング事業 
⑦企業等に対する外国人雇用や人事労務制度に関する
　コンサルティング事業 
⑧その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業

日本国内や日系企業で活躍の場を提供

事業内容

IT分野におけるアジア諸国の優秀な人材の発掘と育成１
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既にIT技術を持つ外国人人材を迎え入れるだけでなく、日本企業等でIT技術を活かして働きたい、活躍したいという意欲・志を持つ将来
ある外国人人材に技術取得と就業の場を組み合わせて提供することで「働きながら学べる」という環境づくりをベースにしながら、人材
を確保していきます。 
本事業のプログラム・フロー（現地での募集等から国内企業等への就職等まで） 「前半」はオンライン・プログラム受講、「後半」はイン
ターン・派遣等で働きながら学習継続を想定。 

就業と育成をセットにした外国人人材の確保
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3 我が国のIT人材不足の社会問題を解決するために優秀な外国人人材の活用を図ると同時に、その外国人人材の能力を高める継続的な
人材育成を行うことにより、外国人ひとりひとりのキャリアアップにも資することで、自国と相手国双方の経済成長に資することを目指します。 
外国人を単に労働力として考えず、貴重な人財として、大切な人（仲間）として、国内人材と何ら変わらない待遇と期待で迎え入れます。 

豊かな人材が集まる国家実現への貢献 

来日留学生

海外 国内

外国政府・公的団体
許認可・後援など

外国の教育機関
（大学・職業訓練）

外国人学生
（ITエンジニア希望者）

外国の人材紹介機関
若年層の就労者
（ITエンジニア希望者）

日本への留学希望者等
（ITエンジニア希望者）

現地の日本語スクール

・現地日系企業
・オフショア開発

日本政府
外務省、厚労省、経産省、
法務省、デジタル庁等

日本を代表する企業
●ITサービス業
●情報通信業
●コンサルティング業、製造業、
金融業、サービス業　他

先進的なIT技術企業
●ITシステム企業
●ベンチャー企業　他

公的団体
●地方自治体
●公的外国人紹介機関
●公的IT人材育成機関

人材の需要先
（企業・団体等）

人材の供給元
（アジア諸国）

提
携・協
力・募
集

派
遣・紹
介・受
託

マッチング

1．教育プログラム開発
2.e-Learning運営
3.ITスクール運営
4.IT人材育成受託

IT教育開発・運営分野

1.入国審査、在留資格
2.高度人材化支援
3.キャリア開発支援
4.学業継続支援

在留・生活支援分野

帰国希望者支援
現地Uターン者の日系企業等への紹介

人材の価値向上
（高度IT人材化）

当協会及びパートナーにより事業運営

当協会

1．人材派遣業務
2．紹介予定派遣業務
3．採用業務の受託
4．開発の請負業務

IT人材派遣等分野

IT教材の開発業者

日本語スクール

日本のIT資格団体

入国・在留支援
（行政書士等）

業務提携・支援

募集・推薦

本プログラム入学(受講)
希望者の募集等

日本企業への就職等

その後も当団体で継続雇用
または、紹介予定派遣等を
通じた就職支援

国内企業
就職決定

ベトナム帰国者

現地日系
企業紹介

現地起業等
（オフィショア開発パー
トナーとして協力等）

来
日
し
て
の
就
職
活
動
等
が
可
能
か
の
判
断（
試
験・面
談
）等

出願条件

出願・推薦等

テスト等

【後半】 
国内：就業・学習・キャリア支援

人材派遣等(最低○年間)で働きながら
国内スクール拠点で継続して研修を受ける

・長期インターンシップ
・派遣、紹介予定派遣
・請負業務への従事

就業
支援

・国内の研修拠点での実学
・指定IT資格受験用学習

学習
支援

キャリア
支援

・在留資格の更新
・高度人材へのキャリアパス

面談

【前半】 
現地：オンライン・プログラム受講

現地でオンライン・プログラム受講
単位取得、定期テスト・面談

人材スキルDB

・学歴
・履修内容
・テスト結果
・能力特性
・語学力

・学歴
・履修内容
・テスト結果
・能力特性
・語学力

学習概要

IT知識、プログラム知識

プログラミング等の課題取組

コミュニケーション、
社会人研修

日本語・英語（日常、ビジネス）

国際基準、日本国内の指定資格

パートナー企業のIT技術者
との交流
企業とのマッチング・イベント

学習フォロー、相談、定期面談

学習分野

語学スキル

IT知識

実践スキル

IT資格取得

オンライン
イベント

ヘルプデスク

ビジネス
スキル

入学（契約）

就職支援・起業支援
（企業紹介等）

採
用
見
送
り

働きながら
（稼ぎながら）

学び
（資格取得等）

在留資格
（高度人材）

持続的に学習する人材なので
スキルアップへの期待が高い。

教育プログラムを通じた人材
なので定着率が高い。

一般採用ルートでは充足でき
ない数のIT人材を確保できる。１

2
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最終的には、外国人人材と
企業双方の成長発展に繋がる。

人材を
集める

東南アジア諸国での募集活動

新しく若い人材を量的に
豊富に確保できる可能性有。

インド等のIT人材先進国と
異なり欧米企業が出遅れ。

国内は既に人材の奪合い、
海外は相対的に競争が低い。

ベトナム等の東南アジア諸国は
比較的ブルー・オーシャンな

人材の宝庫

最終
目的

１
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但し、ITに関して高い水準の
教育・実務能力はない可能性。4

人材を
育てる

外国人を高度ITエンジニア育てる

確実に技術習得できるので、
外国関係者の共感を得やすい。

“育てる”を基本とするので、
能力未開発人材にも対応可。

他の海外人材会社と異なり
人材育成で差別化をする。

日本企業等の人材ニーズを捉えて
人材を「育てる」仕組み・
ノウハウに付加価値を持つ

１
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教育過程で企業が参画可能。
インターン等で採用可能。

人材を
活かす

日本の優良企業に派遣・紹介

自社に適したIT技術を持った人材を
他社と奪い合いになる
一般採用ルート以外で確保
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事業の全体フレーム

本事業のプログラム・フロー（現地での募集等から国内企業等への就職等まで）「前半」はオンライン・プログラム受講、「後半」はインターン・派遣等で働きながら学習継続を想定。


